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はじめに
連合王国では１９９７年に労働党政府が成立して金融監督・規制制度改革
を行った。イングランド銀行は政府から与えられたインフレ目標を実現
するために貨幣政策遂行上の独立性を保証されるとともに，それまでイ
ングランド銀行に賦与されていた銀行監督機能は新設の金融サービス庁
FSAに移管され，既存の金融規制諸機関はこのFSAに一元化された。
これに伴い，連合王国における金融安定政策は大蔵省，金融サービス庁
FSA，イングランド銀行が協調して担当することとなり，この金融安
定政策の仕組は三部門体制Tripartite Systemと名づけられた。
この三部門体制のもとで，２００７年９月にノーザン・ロック銀行に対し
て銀行取付が発生した。連合王国にとって１４０年ぶりの本格的な取付で
あり，大蔵大臣が預金保証を与えることによって終息した。下院大蔵委
員会は取付終息直後からこの取付に関する調査を開始し，２００８年１月に
報告書［HC５６―I］を公表して銀行改革に向けた勧告を行った。他方，
三部門当局Tripartite Authorities（大蔵省，FSA，イングランド銀行）
は２００７年１０月に預金保護に関する論点をまとめた文書［DC２００７］を公
表して広く関係者の見解を求めた。三部門当局は関係者の回答を踏まえ
て２００８年１月に改革案［Cm７３０８］を公表し，さらに関係者の見解を求
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めた。この作業は２００８年７月にも繰り返された（［Cm７４３６］および［Cm
７４５９］）。これに対して下院大蔵委員会は委員会証言を通じてこれらの改
革案を検討し，２００８年９月に報告書［HC１００８］を公表した。
この間，FSAはノーザン・ロック取付終息後の２００７年１０月１日に金
融サービス補償制度FSCSの預金補償上限をそれまでの£３１，７００から
£３５，０００に変更した。２００７年９月以降もノーザン・ロックの民間買手は
現れず，２００８年２月にBanking（Special Provisions）Act ２００８を制定し
て政府は同銀行を一時公有化した。２００８年３月にはBear Sternsが
JPMorgan Chaseに買収される。各銀行は資本増強に努めるとともに，
FSAは３月に公刊された内部監査報告書［FSA２００８］の勧告に従って
監督強化計画Supervisory Enhancement Programmeを採用し，その監
督機能向上を目指した。さらに，２００８年４月にはイングランド銀行は特
別流動性スキームSpecial Liquidity Schemeを採用して，金融機関保有
の金融資産を大蔵省証券と交換することを可能とし，流動性供給方式を
拡大した。このように制度改革が徐々に進む一方で，さらなる銀行改革
の議論が深化していくなか，２００８年９月にはリーマン・ブラザーズ破綻
を契機とする世界金融危機が拡大する。
筆者は［柿原２０１２］で大蔵委員会報告書［HC５６―I］を検討した。本
稿ではノーザン・ロック取付からリーマン・ブラザーズ破綻の間に公表
された三部門当局の文書［DC２００７］，［Cm７３０８］，［Cm７４３６］，［Cm
７４５９］と三部門当局の改革案に対する大蔵委員会報告書［HC１００８］に
おける銀行監督規制制度改革議論を次の視点から整理する。すなわち，
政府と大蔵委員会はともに連合王国の金融安定，銀行監督・規制制度と
して三部門体制の存続を前提にしてその強化を目指す点で共通している。
しかしながら三部門体制強化の内容は両者の間で異なる。三部門当局が
単一の規制当局としての金融サービス庁FSAの権限強化を目指すのに
対して，大蔵委員会は，イングランド銀行が金融安定機能を果たすため
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に個別金融機関に対する流動性支援措置を期待される限り，個別銀行の
破綻以前からイングランド銀行が個別銀行監督・規制に関与せざるを得
ないとして，イングランド銀行の権限強化を提案する。以下では，この
監督・規制権限分担問題に焦点を合わせて改革議論を整理してゆく。
さて，２００７年１０月の三部門当局文書［DC２００７］は，金融安定のため
に預金者保護と破綻銀行処理を論点に挙げる。前者は銀行が破綻しても
預金が保護され，後者は破綻銀行の預金者が銀行サービスを継続して享
受できることを目的とするので，どちらも破綻処理である。三部門当局
の金融安定・監督規制改革は破綻処理対策を出発点とするのである。こ
れらの対策は預金者の銀行システムに対する信認を高めて銀行取付の可
能性を低下することに寄与するので金融安定に貢献するとされる。そし
て預金者保護に関する論点として，保護限度，保護された預金が支払わ
れるまでに掛る期間，預金以外の金融商品に対する保証との関係，補償
資金調達方法（金融サービス業間の相互扶助を認めるか，賦課方式か積
立方式か），銀行サービスの継続的提供と他銀行への口座移転可能性，
預金者への保護制度の情報周知方法を挙げる。また，破綻銀行処理問題
については，継続すべき銀行サービスと対応する預金口座の特定化，そ
の口座の維持・移転方法を論点として取り上げる。さらに，一般企業と
は異なる特別倒産法制の諸例とブリッジ・バンクの概念を紹介し，処理
過程における資金問題と債権者の優先順位，および法人，未保証債権者
の取扱を論点に挙げる。しかし，論点を列挙して関係者の見解を求める
ことを宣言するだけで具体的な改革案を提示することはなく，新年早々
に後続文書を公表して改正法案を準備し，２００８年上半期に立法を終える
予定であることを表明する。
これに対して大蔵委員会の２００８年１月報告書［HC５６―I］は，預金者
保護強化と破綻銀行処理制度の新設を勧告するが，破綻発生後の対応だ
けに限らず，それに先立つ措置として早期是正措置の導入と金融安定に
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関するイングランド銀行の機能強化および三部門当局間の関係改善を勧
告した。大蔵委員会１月報告書［HC５６―I］を受けて，その公刊直後に
公表された三部門当局の２００８年１月文書［Cm７３０８］は金融安定目的を
金融システムの安定と回復力強化，銀行破綻確率の減少，銀行破
綻の影響削減，消費者の信認と補償制度，イングランド銀行強化と
有効な協調に大分類して［pp.３―４，１．２，１．１７］１），銀行が直面する困難
の深刻さに対応して多方面にわたる改革案を提案する。この大分類は三
部門当局の２００８年７月文書［Cm７４３６］，同年７月Ｂ文書［Cm７４５９］も
踏襲し，大蔵委員会報告書［HC１００８］も上記を除く他の目的を検討
するので，以下ではこの大分類に従って２００８年９月までの連合王国にお
ける銀行改革議論を整理する。
１ 金融システムの安定と回復力の強化
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，リスク管理の主たる責任は個別
金融機関にある［１．７，１．１９］とする観点から，金融システムの安定と
回復力の強化について，銀行のリスク管理強化および証券化市場の
機能改善を論点にする。銀行のリスク管理強化については，FSA
はリスク管理の適切性をもって個別銀行の業務認可条件充足状況を判断
するときの重要な要素にしているとともに［２．２６］，個別銀行にストレ
ス・テスト実施を要求している［２．２７］。また，連合王国は２００８年１
月よりバーゼル資本規制に従っているが［２．２９］，それにはpro-cycli-
calityの問題が指摘されて検討対象になっていること［２．３１］，FSAは
銀行がストレス・テストを改良するために作業を強化すること［２．３５］，
三部門当局はバーゼルのストレス・テスト標準が十分か検討すること
１）以下における［ ］内は直前に引用した文書の該当箇所を示す。この場合はCm
７３０８のpp.３―４，第１章第２パラグラフ，第１章第１７パラグラフを意味する。
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［２．３６］，三部門当局は流動性規制に関する国際的検討に関与するこ
と［２．４０］を述べる。証券化市場の機能改善については，証券化資
産の評価方法改善問題，信用格付機関改善問題，リスク負担状況の
明瞭化問題を論点に取り上げて，これら論点に関する国際的検討作業の
進捗状況を説明する。
三部門当局７月文書［Cm７４３６］においても，リスク管理の主たる責
任は個別金融機関にあるとして［２．２９］，銀行のリスク管理強化および
証券化市場の機能改善問題のほかに，金融危機への当局の反応強化と
金融システムのストレスを処理する仕組みを追加する。これらの４項
目は金融安定フォーラムFinancial Stability Forumの報告書Enhancing
Market and Institutional Resilience , April ２００８での分類に対応しており，
７月文書は国際的に進行する金融安定政策改善の進捗状況と連合王国の
対応を紹介する形で展開する。追加項目の金融危機への当局の反応強
化［２．８７～１０１］ではリスク分析を行動に移すことと国際協調向上を挙
げる。リスク分析を行動に移すこととは，具体的にはFSAによる監督
強化計画Supervisory Enhancement Programmeの採用を意味する
［２．９０］。他方，金融システムのストレスを処理する仕組み［２．１０２～
１０８］については，１つは中央銀行の操作を通じて効果的に流動性を供
給することであり，連合王国では特別流動性スキームSpecial Liquidity
Schemeの恒久化を考慮していること紹介する［２．１０３，１０４］。もう１つ
は預金保険制度を含む破綻途上の銀行の処理方法を挙げる［２．１０５］。本
稿では，FSAのSupervisory Enhancement Programmeについては以下
の第２節第１項で，中央銀行の操作については第２節第２項で，破綻途
上の銀行の処理方法については第３節で，預金保険については第４節で，
それぞれの議論を整理する。
ところが，大蔵委員会の９月報告書［HC１００８］には「銀行システム
の安定と回復力強化」に対応する検討箇所がない。委員会報告書は「銀
千葉大学 経済研究 第２７巻第４号（２０１３年３月）
（８４９） １９３
行破綻確率の減少」問題から始まるのである。この事実の含意について
は次節の最後で検討する。
２ 銀行破綻確率の減少
銀行破綻確率の減少手段として大蔵委員会報告書［HC５６―I］は早期
是正措置導入を勧告したが，三部門当局の１月文書［Cm７３０８］は「規
制介入」と「流動性支援と開示」の２点を取り上げる。その後の７月文
書［Cm７４３６］では，「規制介入」に含まれていた「支払いシステムの
監視」を独立させて，３つの手段に分類する。以下では規制介入，流動
性支援と開示，支払いシステム監視の順に議論の展開を整理する。
２―１ 規制介入
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，FSAが連合王国における単一の
金融サービス監督・規制機関であることを強調し［１．１０］，FSAは平常
時監督routine supervisionと高次監督heightened supervisionを行う権
限を持つとする。平常時監督では，銀行が四半期ごとに提出する情報を
使用して，事業計画の信頼性，事業認可条件の充足状況，および消費者
保護の必要性をFSAが判断する［３．３］。これに対して，高次監督では，
事業認可条件未充足の確率が高まるか，消費者利益を守る上で必要であ
るとFSAが判断するとき，当該銀行の自主的対応（問題領域への資源
投下を増加，一部業務領域からの撤退計画作成，特定領域のリスク管
理強化など）を要請する［３．５～６］。FSAの要請に銀行が協力しない
場合には，認可条件変更命令Own Initiative Variation of Permission
（OIVOP）により，認可業務の変更・取消命令［３．７～８］，取締役会
に対して外部専門家の助言・勧告を求める［３．１１］，銀行支配人に対す
る管理認可の一部取消［３．１２］などを行う。さらに，OIVOPが失敗し
て当該銀行から業務を切り離す必要が生じる場合の対策，および銀行
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がOIVOPに従う誘因として，特別破綻制度Special Resolution Regime
［３．１０ ４．８］の新規導入を提案する一方で，三部門当局は，FSAの既
存権限は広範なのでFSAが必要とする追加権限は少ないと判断するの
である［３．１３］。
１月文書［Cm７３０８］は，FSAが必要とする追加権限として，銀行に
対する追加情報の提供要請権と，情報収集・共有権限とを提案する。追
加情報の提供要請権とは，通常の平常時監督の場合の四半期ごとの情報
提供以外に，事業認可条件を満たしていることの追加情報を短時間内に
随時提供することである［１．２９，３．１４］。また，情報収集・共有権限と
は，金融安定目的から他の当局が必要とする情報をFSAが収集し共有
する権限を指す［１．３０，３．２３］。なお，情報収集は規制当局であるFSA
の役目であり，金融安定目的からではないこと，イングランド銀行は金
融安定のための個別情報は収集しないことが主張される［３．２５］。
後続の三部門当局７月文書［Cm７４３６］は，有効な規制と流動性支援
の仕組の重要性を強調する［１．２７］。規制については，１月文書［Cm
７３０８］に対する関係者からの回答により，FSAの既存権限は広範なの
でFSAが必要とする追加権限は少ないとする三部門当局の判断が確認
され，FSAによる平常時監督の改善が求められたと記す［１．２８］。２００８
年４月にはノーザン・ロックの監督に関するFSAの内部監査報告書
［FSA２００８］が公表された。それを受けてFSAは監督強化計画Supervi-
sory Enhancement Programmeを設定して既存権限の有効利用を目指
すことになった［１．２８，３．５］。１月文書［Cm７３０８］で提案されたFSA
の追加権限のうちの情報収集・共有権限について，７月文書［Cm７４３６］
では，イングランド銀行は金融安定機能遂行に必要なデータをFSAが
企業から収集するようFSAに要請する権利を持つことが追加された
［３．１０］。また，７月文書［Cm７４３６］では，高次監督heightened super-
visionは［正常時監督と］別の仕組みではなく［１．３０］，既存監督過程
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の正常な適用であり［３．７］，個別の問題を解決することが目的である
［３．８］としている。
これに対して下院大蔵委員会はすでに１月報告書［HC５６―I］で早期
是正措置導入を勧告していたが，９月報告書［HC１００８］では特別処理
制度SRR（破綻途上銀行を処理するための新規提案制度，イングランド
銀行中心に施行することで検討が継続中である。後出第３節参照）使用
の必要性をFSAが極小化すること，つまりSRRに入らないために監督者
が早期に防止策をとることの重要性を強調して［３０］，高次監督に注目
する。イングランド銀行総裁キング卿はnormal supervisionを青信号に，
heightened supervisionを黄信号に，SRRを赤信号に喩える［４１］。大蔵
委員会はこの喩えを利用して，heightened supervisionはnormal super-
visionともSRRとも異なると判断する［４８］。FSAによるheightened su-
pervisionはイングランド銀行の作業に影響するからである。第１に，
イングランド銀行は［SRR移行の可能性に備えるために］当該機関につ
いての情報をSRR移行以前に必要とする［４６］。第２に，SRR以外にも
イングランド銀行が使用できる道具があり，黄ゾーンから介入する余地
がある。流動性支援の可能性があるからである［４７］。heightened su-
pervisionとordinary supervisionの間に区別はなく，監督度の違いがあ
るだけとするFSA提案ではheightened supervisionの法的位置づけが不
確実なので［４８］，heightened supervisionの施行細則をFSAが準備する
ことの法的義務化を提案する。また，heightened supervision移行に際
してはイングランド銀行の分析資源も利用しなければならないこと［５０］，
FSAはSRRに備えてheightened supervision段階からイングランド銀行
に情報提供し，イングランド銀行もheightened supervision企業への役
割を果たすためにFSAに情報提供を要請できるべきこと［５１］を提案
する。大蔵委員会は高次監督段階からイングランド銀行の個別銀行監督
への参加を提案しているのである。
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２―２ 流動性支援と開示
三部門当局の１月文書［Cm７３０８］で政府は，流動性支援を促進する
目的から，イングランド銀行に金融安定責任遂行上の損害賠償免責を
与え，担保効果立法を提案する［１．３５ ３．５０，３．５３］。また，流動性
支援についての情報開示問題に関して，政府はイングランド銀行の貸
借対照表を毎週公表する義務を不要化すること［１．３４ ３．４７］，および
銀行が差し出す担保物件の登記の必要性から除外することを提案し
［３．４３］，FSAは緊急流動性援助Emergency Liquidity Assistance情報
開示遅延に関して提案を行うこととした［３．４１］２）。
２００８年４月には，イングランド銀行は特別流動性スキームSpecial Li-
quidity Schemeを新設し，銀行が保有する長期非流動資産を大蔵省証券
と交換することにより流動性を供与する道を開いた［３．１５］。
さらに政府は７月文書［Cm７４３６］で，当局の金融支援措置を阻害
する契約条項の無効化立法について関係者の見解を求める［１．３７，３．２８］。
これに対して大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は流動性支援に関し
て以下の３点を指摘する。第１は用語の問題である。中央銀行貸出を
「最後の貸し手Lender of Last Resort」あるいは「緊急流動性援助Emer-
gency Liquidity Assistance」と呼称するのは金融安定に貢献しないと
して，それに換えて「特別引出装置Special Drawing Facility」を勧告
する［７５］。その根拠は第２点と関連する。第２点は，特別引出装置は
特別処理制度SRRの手段に限定されず，［破綻処理ではなく］一時的支
援措置としても使用されうることである。委員会は三部門当局の改定版
承解事項覚書MOUがこの情報を提供すべきであるとする［７８］。第３に，
２）１月文書［Cm７３０８］提案は７月文書［Cm７４３６］に継承される。免責，担保
効果については［１．３４，３．１７，３．１８］，貸借対照表公表については［１．３５，
３．２３］，登記については立法化を提案し［１．３４，３．２５］，緊急流動性情報開示
についてはFSAが諮問する予定である［１．３６］。
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三部門当局が極秘流動性支援操作covert operationを利用可能と考える
か説明をもとめ，中央銀行の支援操作に関する情報開示規則のFSAに
よる検討を歓迎することである［８１］。大蔵委員会が，流動性支援は破
綻途上の銀行に対する最後の貸し手機能となるだけではなく，困難から
回復するための一時的支援措置としても使用されうると述べていること
は，大蔵委員会が中央銀行に早期是正措置への関与余地があると認めて
いることになる。
２―３ 支払システム監視
支払システム監視問題は当初の１月文書［Cm７３０８］では「規制介入」
の１項目になっていた［３．２８～３．３５］。このことは，FSAが単一の規制
機関であるので，支払システムの監視はFSAの担当領域であると当局
が考えていることを暗示する。事実，１月文書［Cm７３０８］で，政府は
支払制度監視の新制度法制化を提案する。当局は新制度の詳細について
見解を求める予定であるとするが［１．３２，３．２８］，担当機関は未定であ
る。ただし，支払システムについて，イングランド銀行の責任は法制化
されていないが，FSAは市場参加者に対する規制責任を負うことを指
摘し［３．３０］，１つの可能性として，ホールセール銀行間支払システム
監視はイングランド銀行が担当し，リテールシステムはFSAが担当す
ることを示唆する［３．３３］。
これに対して７月文書［Cm７４３６］では，「支払システム監視」が「規
制介入」から分離して独立の項目になった。支払システムはイングラン
ド銀行が監視すること［１．４０］に変更され，政府は支払システム監視に
果たすイングランド銀行の役割の立法化を予定するとした［３．３３］。こ
れは１月文書［Cm７３０８］を公開諮問した結果，支払システムの単一規
制者モデルを採用してイングランド銀行が監視にあたることが支持され
たためである［３．３９］。しかしながら，規制対象とされるシステム的に
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重要な支払システムの認定権限を大蔵省に帰し，イングランド銀行の権
限を支払システムに関する情報収集・監視原則の公表（ただし大蔵省の
認可のもとで）・実施細則の公表と実施として制約条件を付した［３．４１，
３．４２］。
大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は決済制度規制責任の一元化を支
持する［１７８］。
ところで，「はじめに」で記したように，三部門当局の２００７年１０月文
書［DC２００７］は預金者保護と破綻銀行処理とを論点に挙げる。預金者
保護は銀行破綻時の預金補償を意味するので，１０月文書は銀行破綻対応
策が論点であり，破綻回避は論点になっていない。これに対して，大蔵
委員会１月報告書［HC５６―I］は，拙稿［柿原２０１２］でも整理したよう
に，預金者保護と破綻銀行処理に加えて，早期是正措置導入，イングラ
ンド銀行の役割強化，三部門体制の協調改善を論じた。大蔵委員会１月
報告書［HC５６―I］の直後に公表された三部門当局の２００８年１月文書
［Cm７３０８］は，最初の論点として「金融システムの安定と回復力強化」
を議論し，次いで「銀行破綻確率の減少」に移る。金融システムの安定
と回復力強化とは，第１節でみたとおり，個別銀行が困難に陥らないよ
うに自ら慎重に業務を運営するためのプルーデンシャル規制を意味す
る。
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，労働党政府が設定した三部門体
制のもとで連合王国の金融業は順調に成長したことと［１．４］，FSAが
連合王国単一の金融サービス監督・規制機関であること［１．１０］を強調
し，FSAの既存権限は広範なのでFSAが必要とする追加権限は少ない
と判断する［３．１３］。また，１月文書［Cm７３０８，１．７，１．１９］，７月文
書［Cm７４３６，２．２９］ともに「リスク管理の主たる責任は個別金融機関
にある」と宣言し，７月文書［Cm７４３６］では，三部門当局は連合王国
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の金融サービス規制と金融安定監督制度の適正さを確信していること，
この当局の見解は強い支持を得ており，FSAを単一の規制者とする原
則とリスクに基づく規制制度は広範な支持を得ている［pp.３―４，１．４，
１．５，１．２２］という。これは労働党政府の金融安定政策の基礎が，事前
規制により銀行破綻を回避する考え方よりも，破綻時の事後対策を重視
する考え方にあること示している。この考え方に立つならば，個別銀行
に慎重な経営を求めるプルーデンシャル規制の将来像は最初に積極的に
検討しなければならない。
ところが，大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は前節の論点「銀行シ
ステムの安定と回復力強化」を取り上げない。本節で取り上げた「銀行
破綻確率の減少問題」から始まるのである。ここに三部門当局と大蔵委
員会の強調点の相違が典型的に表れている。「銀行システムの安定と回
復力強化」は，プルーデンシャル規制の改善が目標であり，各国の金融
監督規制機関が協力して検討中の課題である。大蔵委員会もこの検討作
業に連合王国の関係部門が積極的に参加することを勧告する。しかし，
そのことと並んで，国際的協議の結論が出る前に処理すべき重要な国内
問題があることを１月報告書［HC５６―I］で強調していたのである。そ
の国内問題とは，ノーザン・ロックに対する取付経験から明らかになっ
た問題であり，大蔵委員会９月報告書［HC１００８，６～１０，２９］は，１
月報告書［HC５６―I］が指摘した問題点を要約して，次の５つの問題を
指摘する。ノーザン・ロックの失敗は基本的にその取締役会の失敗で
あったけれども，金融安定と整合的な破綻銀行処理制度を欠いていたた
めに破綻処理に入れなかった。ノーザン・ロックの失敗は規制当局で
あるFSAの失敗でもある。FSAはノーザン・ロックの問題が拡大する
のを防止できなかった。預金保険を担当するFSCSでは小規模の補償
しかできず，大蔵大臣が預金保証宣言して初めて取付が解消した。金
融安定に関するイングランド銀行の役割が不明確である。イングランド
連合王国労働党政権下における２００７年金融危機以降の銀行改革議論（１）
２００ （８５６）
銀行は金融システム全体の安定に対する責任と個別金融機関に対する流
動性供与責任を負うとされる一方で，個別金融機関に関する情報は規制
当局であるFSAが収集保有し，イングランド銀行はそれを保有しない。
金融安定に関与する三部門当局の協調体制が不十分であるために，
ノーザン・ロックの問題への対応が次々と後手に回って問題を深刻化さ
せた。これらの問題に対応して，大蔵委員会は次の提案をした。預金
の早期払戻を可能にする破綻処理法制の導入，早期是正措置の導入，
三部門体制の仕組みと金融安定対応方法における実務上の変更，預金
補償基金Deposit Compensation Fund設立，イングランド銀行の役割
強化，三部門当局常設委員会の積極活用である。大蔵委員会も三部門
当局もともに三部門体制の継続を前提とする。しかし，三部門体制の運
営方式の変更に関する比重が大きく異なるのである。本稿では，には
以下の第３節が，には第２節と第５節が，には第４節が，には第
５節が，には第６節が対応する。
三部門当局１月文書［Cm７３０８］から７月文書［Cm７４３６］を経て大
蔵委員会９月報告書［HC１００８］に至る３つの文書が，金融システムの
安定と回復力強化，銀行破綻確率の減少，イングランド銀行強化，三部
門当局間の協調改善の議論に割いた頁数とパラグラフ数を整理したのが
次頁冒頭の表である。頁数とパラグラフの数だけ比べてみても，三部門
当局は金融システムの安定と回復力強化を重視し，大蔵委員会はイング
ランド銀行強化と三部門当局間の協調体制を重視していることが分かる。
銀行破綻確率の減少については頁数で大差はないが，本節でみたように，
政府と大蔵委員会では議論の内容が異なっている。
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Cm７３０８ Cm７４３６ HC１００８
安定と回復力強化 １８頁＊，７３パラ＊ ２８頁，１０８パラ ―
銀行破綻確率の減少 １０頁，６３パラ １０頁，６３パラ １３頁，２７パラ
イングランド銀行強化 ３頁，１８パラ ４頁，１３パラ ３６頁，８５パラ
三部門当局の協調改善 ４頁，１７パラ １頁， ３パラ ９頁，２４パラ
＊頁は頁数の，パラはパラグラフ数の略である。
３ 銀行破綻の影響削減
下院大蔵委員会１月報告書［HC５６―I］は，銀行破綻対応策として特
別処理制度Special Resolution Regimeを導入し，その施行権限をイング
ランド銀行に賦与することを勧告していた。既存倒産法では預金者は他
の債権者と同列であるために，保証された預金の払戻までに長時間かか
り，預金者の信認を損なうことがSRR導入提案の根拠であった。政府も
１月文書［Cm７３０８］においてSRR導入を提案し［４．３，４．４］，その後漸
進的に検討が進すむ。以下ではSRRに関する論点をその目的，運用過程
と役割分担，道具，運営資金調達，その他に分けて整理する。
３―１ SRRの目的
１月文書［Cm７３０８］はSRR導入の根拠を公共利益追求に求め，金
融安定毀損防止，銀行機能継続提供，預金者利益保護を挙げる
［４．１７］。平常時を越えるが債務超過に陥る前に適用し［１．３８，４．６］，
銀行機能への継続的アクセスもしくは至急かつ秩序だった預金払戻を支
えつつ破綻処理する［４．４］。しかし，SRRは財産権への干渉を生じるの
で異議申し立て手続きおよび影響を受ける当事者の基本権利を保護する
仕組みを準備するという［４．１８ ４．２８ ２．４］。
その後，２００８年２月には政府に資産移転権限を賦与するBanking
（Special Provision）Act２００８が成立し［Cm７４３６，４．７］，政府は同法に
基づいてノーザン・ロックを一時公有化する。
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７月文書［Cm７４３６］では，SRRが追求する公共利益に公的資金保護
が追加される［４．３］。また，SRRは預金受入部門に適用され［４．１０］，
破綻銀行の業務を当局の管理下に置くことを可能にするとの限定が加え
られる［４．４，４．９］。
さらに７月Ｂ文書［Cm７４５９］では，SRRの法制上の高次目的は，
金融システム安定の保護増進，銀行システム安定に対する公衆の信認
を保護増進，預金者保護，公的資金保護に変更される［２．２］。銀行
サービスの継続性保証は公衆の信認と預金者保護に含まれるとして，高
次目的から除かれた［２．３］。また，財産権干渉回避行動に関する立法措
置を行い［２．４］，詳細は施行細則で定めるとする［２．５］。
７月Ｂ文書［Cm７４５９］所収の法案４でSRRの高次目的に優先順位
はないと記されていることに対して，大蔵委員会は，これらの目的間に
は二律背反が起こりうるので，SRR決定理由の記録化を法定すべしと提
案する［HC１００８，８７～８９］。
３―２ SRRの運用過程と役割分担
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，SRRへの移行決定権限をFSAに
賦与することを提案する。SRRは規制なので，規制機関であるFSAが他
の当局との検討を踏まえSRRに移行する判断を下すべきとする
［１．３９，４．９，４．１５］。決定基準は業務認可条件が非充足にもかかわらず，
リスク管理の規制権限を使い果たして追加手段が必要な状態に置かれて
いることである［４．１０，４．４］。さらに，SRR正式発動に先立ち，当局は
使用道具を決定することとした［４．１２］。しかし，SRRの道具を列挙す
るだけで，どの部門にその施行権限を賦与するかについて踏み込んでい
ない。政府はSRRのガバナンス構造について見解を求め［１．４１，４．４７］，
再建官restructuring officerを設置してその任命権限を当局に与えるこ
とについて見解を求めるに留まる［４．４９～５３］。
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これに対して三部門当局７月文書［Cm７４３６］では，SRRへの移行決
定に際しFSAはイングランド銀行と大蔵省への諮問を必要とし，イン
グランド銀行はFSAにSRR移行を勧告できることを追加したうえで
［４．２１］，政府は以下を提案する。SRRの道具の決定，操作はイング
ランド銀行の責任においてなされること［４．２２］３）。SRR操作下のイン
グランド銀行の目的は金融安定保護，公的資金保護，預金者保護，銀行
サービス継続であり［４．２７］，この目的は財産権保護との両立を図らな
ければならず，イングランド銀行の操作は法の明確な基準に従うこと
［１．４７，４．２８］。FSAは道具選択に関してイングランド銀行に勧告で
きること［４．２３］。SRR下の倒産法手続きはイングランド銀行が担当
し，裁判所を通じて進めること［１．４８，４．２５］。公的資金使用には大
蔵大臣の認可を必要とし［４．２２］，一時公有化の決定は大蔵大臣が行う
こと［１．４４，４．２２］である。要するに，三部門当局内の責任分担は，
FSAは金融監督・規制を担当する。これにはSRR下にある銀行の監督を
含む［４．２６］。イングランド銀行は流動性支援とSRR操作を担当し，
大蔵省は公的資金が関与する決定を担当する［１．４５，４．１６］。
さらに７月Ｂ文書［Cm７４５９］では，SRRの使用道具の選択に関して，
イングランド銀行はFSAと大蔵省に相談し，FSAはイングランド銀行
に勧告できること［２．１４］，公的資金使用を含むイングランド銀行の選
択を大蔵大臣が承認しない場合は，大蔵省はイングランド銀行に代替案
を勧告できること［２．２０］，および，政府が公的資金投入を必要と判断
するときは，大蔵省はイングランド銀行にSRRの用具選択を勧告できる
こと［２．２１］を追加提案する。
三部門当局提案に対する大蔵委員会［HC１００８］の反応は以下のとお
３）このことに関連して金融安定委員会Financial Stability Committee新設が提案
される［４．２４］。金融安定委員会については以下の第５節参照。
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りである。FSAはSRR移行決定に関して政府から独立であるとする
FSAの委員会証言を歓迎する［６０］。同じく委員会証言で，イングラン
ド銀行総裁はSRR移行決定権限をFSAとイングランド銀行に付与するこ
とを提案していた。大蔵委員会はこの提案を検討したうえで，最終的に
FSA単独責任に同意する［６１～６８］。イングランド銀行にSRR移行決定
権限を賦与することは非規制機関に監督機能を与えることになるとの多
数見解を入れた結果である。
しかし大蔵委員会は，三部門７月文書［Cm７４３６］ではイングランド
銀行はFSAにSRRへの移行を勧告できるとしていながら，FSAへのイ
ングランド銀行の勧告権が法案に記載されていないことを指摘して［５７］，
当局がSRR移行条件に対応する事態の日常的検討を義務化する立法措置
を提案する［５９］。さらに，FSAの事前相談義務だけでは不十分である
とし，SRR発動に関するイングランド銀行の勧告権限法制化と，FSAの
決定がイングランド銀行の勧告と反するときはFSAに回答義務を負わ
せることを勧告する［６９］。これに加えて，当局はSRR決定以降の情報
公開が遅れる可能性の有無を表明して，決定の公表が齎すであろう悪影
響の減殺手段を検討しておくことを勧告する［７３］。
また，SRRのもとにおける三部門当局の役割について，大蔵委員会は
次の２点を指摘する。第１はFSAとイングランド銀行間の責任分担で
ある。大蔵委員会は１月報告書［HC５６―I］で破綻銀行処理をイングラ
ンド銀行に割り当てることを勧告していた。これについて９月報告書
［HC１００８］は，当初大蔵大臣がFSAへの賦与を示唆し，１月文書［Cm
７３０８］には指定がなく，７月文書［Cm７４３６］でFSAがSRR移行を決定
してイングランド銀行が実施する案を提示した経緯を紹介して［９３］，
この分担を歓迎するとともに，SRR下の銀行監督をFSAに賦課すること
を歓迎する［９６］。また，７月Ｂ文書［Cm７４５９］でイングランド銀行
はSRRの道具選択に関してFSAと大蔵省に相談を要し，FSAはイング
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ランド銀行に勧告権限を持つとしていることについて，イングランド銀
行はSRR発動前に当該銀行に関与していたはずであると指摘する［９７］。
さらに，イングランド銀行がSRR対応目的で常勤職員を置く決定をした
ことを歓迎する［９８］。大蔵委員会はイングランド銀行の早期からの関
与を支持していることがここでも明らかになるのである。第２に，７月
Ｂ文書［Cm７４５９］が大蔵省の役割を公的資金投入への承認権限に限定
する提案を行っていることについて，大蔵委員会は委員会として証言を
得る時間がなかったけれども，この提案に賛意を表明するという［１０１］。
３―３ SRRの道具
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，既存の債務保証および資本注入
による金融支援［１．４０，４．１６，４．１９］を越えて，SRRの道具として次の
４つの道具を提案する［１．４０，４．１４］。
 銀行業務の民間部門移転：業務の民間移転を促進するために，銀
行業務移転指示権限を当局に与える［４．２０］。平時の業務移転は売り手・
買い手双方の同意が必要の上，裁判所を経由するので時間がかかる
［４．２２］。この権限は破綻途上銀行の支配人や株主が移転を阻止する権
利を無視して移転を迅速化するための権限であり，通常の移転方式に置
き換わるものではないとする［４．２３］。
 ブリッジ・バンク：ブリッジ・バンクを設置して破綻銀行の業務
の全体もしくは一部を管理下に置く権限を当局に与える［４．２５］。政府
はブリッジ・バンクがFSAの業務認可を受けうる組織としてブリッ
ジ・バンクを編成するものとする［４．２７，４．３０］。
 銀行倒産手続：債務超過前の破綻処理が不可能，もしくは至急閉
鎖が適切な場合に，FSCSによる迅速な預金払戻を可能にするための修
正倒産手続として銀行倒産手続bank insolvency procedureを導入する
［４．１４，４．３３］。銀行倒産手続は既存倒産制度を基礎とする独立の銀行
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倒産制度a stand-alone insolvency regime／procedure for banksである
［４．３５，４．３９］。この場合には，裁判所が倒産執行人insolvency practi-
tionerを任命する［４．３７，４．３８］。ただし，預金者に優先度を与えるこ
とはせず，預金者への補償は金融サービス補償制度FSCSからとする
［４．４２］。また，政府は一般の倒産手続に関してFSAへの１４日の告示期
間を置くことを提案する［４．４３］。既存倒産手続は存続するが，銀行に
ついてSRRへの移行により一般の倒産法による破綻処理手続を停止しう
るのである［４．４５］。
 当局に銀行の全部もしくは一部を一時的に公有化する権限を与え
る立法を政府は考慮中である［１．４２，４．１５，４．５４］。
三部門当局７月文書［Cm７４３６］は，民間部門移転について，移転
対象を銀行業務の「全てもしくは一部」とする［４．１８］以外は１月文書
［Cm７３０８］を踏襲する。
ところが７月Ｂ文書［Cm７４５９］でSRRの道具についての提案に以下
の変化がおこる。まず，SRRの道具を安定化道具と銀行倒産手続bank
insolvency procedureに二分する［p.１３，３．１，３．７，４．１］。前者の安
定化道具は，債務超過に陥る前に当局に介入権限を賦与するものであり，
民間部門買収，ブリッジ・バンク，一時的公有化からなる［３．７］。介入
権限は財産移転権限と株式移転権限からなり，民間部門移転とブリッ
ジ・バンクの場合は財産移転権限と株式移転権限をイングランド銀行に
与え，一時公有化の場合には株式移転権限を大蔵省に与える［３．８］。ま
た，財産移転権限には，契約に移転禁止条項や第三者同意の必要条項を
含む財産を移転可能にする権限を含ませる［３．１０］。さらに，部分移転
を追加し，特別銀行管理手続special bank administration procedureを
提案する［p. １３］。後者の銀行倒産手続については，銀行特別倒産制
度special insolvency regime for banksも検討したが，これを採用しな
いと述べる［３．６］。
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この結果，三部門当局が７月Ｂ文書［Cm７４５９］で提案するSRR道具
は，民間部門買収，ブリッジ・バンク，部分移転と特別銀行管理
手続，一次的公有化および銀行倒産手続に分類される［p.１３，４．１］。
これら５つの道具の特徴を以下に整理する。
 民間部門買収：部分移転を含めるほかは１月文書［Cm７３０８］と
変化なく，SRR最善の道具としてこれを位置づける［３．１５］。
 ブリッジ・バンク：ブリッジ・バンクに全事業が移転される場合
は，残余会社には資本だけが残るので，残余会社は通常の方法で整理さ
れる［３．２１］。他方，ブリッジ・バンクはFSAから業務認可を得なけれ
ばならないこと［３．２３］，当局はブリッジ・バンクを法人とし，イング
ランド銀行がその株式を保有し，残余会社に配分する目的で銀行処理基
金bank resolution fundを設置することを提案する［３．２３，３．２７］。ブ
リッジ・バンクは民間部門売却，清算，一時公有化のいずれかによって
消滅するものとされる［３．３２，３．３３］。
 部分移転と特別銀行管理手続special bank administration proce-
dure：部分移転が起こりうるのは民間部門買収とブリッジ・バンクの
場合に限られ，資産と負債の一部が移転される［３．３５］。部分移転につ
いて関係者の危惧が大きいが［３．４１］，当局の判断では潜在的利点が大
きいので部分移転権限が正当化されると主張する［３．４２］。移転は預金
が中心であり［３．４４］，移転先は銀行資本規制を満たすこと，すなわち
移転資産は移転負債を超過することが必要であること［３．５１］，移転直
後は残余会社のシステムを利用し，利用料を残余会社に支払うことが提
案される［３．５３］。他方の残余会社は債務超過でない場合はそのシステ
ムを利用するが［３．５５］，債務超過の場合にはブリッジ・バンクが残余
会社のシステムを必要とする間は残余会社を存続させることが必要にな
る。債務超過の残余会社を存続可能にする制度として，特別銀行管理手
続special bank administration procedureを導入して一般の倒産手続き
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に替える。これは銀行倒産手続bank insolvency procedureとは別物で
あるとする［３．５８］。さらに，部分移転の場合にも残余会社債権者の利
益を配慮するために銀行処理基金を設置する［３．６４］。
新規に提案された特別銀行管理手続の目的は，ブリッジ・バンクの業
務に残余会社の支援が必要とされる限り，残差会社を機能させることで
あり［３．８９］，この手続きはブリッジ・バンクへの部分移転に限って残
余会社に適用される。ブリッジ・バンクの業務遂行上不要になり次第こ
の手続きは停止されて一般倒産法に移行する［３．８４］。新手続は一般の
倒産手続と併存するのであり［３．８３］，当局は，既存倒産法をモデルに
設置することを提案する［３．８２］。この手続きには特別銀行管財人special
bank administratorをイングランド銀行が直接任命するか，あるいはイ
ングランド銀行が裁判所に申請して裁判所が任命し［３．９５］，一般の倒
産手続きは猶予される［３．１０２］。
 一時的公有化：株式移転権限を使用する。Banking（Special Pro-
vision）Act ２００８同様の公共利益テストによるほか，次の２条件の１つ
を満たすことが必要である。金融システム安定に対する重大な脅威を
減らすために必要であること。大蔵省がすでに金融支援を行っており，
公共の利益を保護するために必要であること［３．１２４］。一時的公有化が
最も適合する状況として，相当量の公的資金が既に投入されている場合，
長期的再編が必要な場合，破綻が急激あるいは複雑な場合を想定する
［３．１２５］。また，一時的に公有化された銀行はFSAが認可し監督する
［３．１２６］。
 銀行倒産手続bank insolvency procedure：１月文書［Cm７３０８］
は，FSCSの補償支払が迅速に行えるように，預金受入機関を対象にし
て銀行に独立の修正倒産手続a stand-alone insolvency procedure for
banksを導入することを提案した［４．３３，４．２５，４．３９］。しかし，７月
Ｂ文書［Cm７４５９］は，意見聴取の結果に従い，銀行に［独立の修正倒
千葉大学 経済研究 第２７巻第４号（２０１３年３月）
（８６５） ２０９
産手続を導入して］倒産法の全面的改定を行うのではなく，保証された
預金の迅速な支払を可能にするように既存倒産法をもとに微修正するこ
とを提案する［４．４～４．６］に変わる。１月文書［Cm７３０８］と７月Ｂ文
書はともに同じ銀行倒産手続bank insolvency procedureという用語を
使う。しかし，１月文書［Cm７３０８］は預金受け入れ機関に固有の倒産
法として独立の倒産法導入を考慮していたのに比して，７月Ｂ文書
［Cm７４５９］では銀行特別倒産制度a special insolvency regime for banks
を採用しないと述べて［３．６］，銀行倒産手続bank insolvency procedure
と一般の倒産法・手続との連続性を重視する立場をとる。そして７月Ｂ
文書［Cm７４５９］は銀行倒産手続きへの移行として以下を提案する。イ
ングランド銀行が銀行倒産手続の開始を決定し，イングランド銀行もし
くはFSAが裁判所に銀行倒産命令を申請すること。通常の倒産手続き
との整合性を保つためにSecretary of Stateも申請権限を持つこと。高
等裁判所が倒産手続を担当すること。通常の倒産手続はFSAに１４日間
の通告期間を与え，裁判所の認可を得て開始されること［４．８～４．１１］。
３―４ SRRの運営資金問題
政府は１月文書［Cm７３０８］で，SRRの費用分担方式に関する見解を
求める［１．４５］。銀行業界がSRRの資金を負担すべきか，FSCSが貢献す
べきか，あるいはイングランド銀行がFSCSに補償請求する方法につい
て見解を求める［４．７０，４．７１］。その後の７月文書［Cm７４３６］では，
FSCSが銀行破綻時における預金払戻に加え，SRRの費用を負うことを
提案する［１．５２，４．３７］。しかし，７月Ｂ文書［Cm７４５９］では，介入
は金融産業を直接利し，非介入の場合に金融産業が負うことになるコス
トよりも少なくて済むとして［３．１５０］，銀行業界によるSRR運営費負担
を提案する。
大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は，SRRの運営費用徴収について
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の政府提案に反対意見が多いことを紹介するのみである［１０６］。
３―５ その他
３―３項で整理したSRRの道具使用に関連して，１月文書［Cm７３０８］，
７月文書［Cm７４３６］ともに，政府は金融担保法に関連して立法権限を
導入する意図を持つことを記している［Cm７３０８，４．８２，４．８５；Cm７４３６，
１．５４，４．４４］。さらに７月Ｂ文書［Cm７４５９］では，SRRにより権利を干
渉された人に対する補償を行うために銀行破綻処理基金bank resolution
fundの設置を提案する［３．１３２］。銀行破綻処理基金は，ブリッジ・バ
ンクを選択する場合は常に設置する。民間へ売却後，残余会社債権者に
分配するためである。一時的公有化の場合には株主に分配する目的で利
用しうる［３．１３２～１３５］。さらに，大蔵省が補償命令権限と［３．１３９］，
銀行破綻処理基金の運営権限を持つことを提案する［３．１３６，１３９］。
このようにSRRに関する政府提案は時間の経過とともに複雑になって
くる。大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は，三部門当局７月文書［Cm
７４３６］，同７月Ｂ文書［Cm７４５９］における提案を要約するとともに，１
月文書［Cm７３０８］への関係者の反応と関係者の委員会証言を通じて，
当局の提案にはさらなる検討が必要であるとの結論に至る。特に，部
分移転について，債権者の優先順序，担保の取扱等詳細が不明な点の多
いことが指摘されていること［１１３，１１４］。銀行倒産手続について，
FSCSの迅速な払い戻しには倒産法の全面的変更は不要であるが，さら
なる検討が必要であると指摘されていること［１１７］。財産権圧縮問題
について，私法上の権利変更提案について明瞭性を求められていること
［１１９，１２２］。三部門当局文書はコスト増を利点が上回るとして
［１２０，１２１］，提案の早期実現を目指すけれども，大蔵委員会はSRRに
関していまだ詳細な委員会証言を得ておらず，実質的結論に至っていな
いので，時間をかけて法案を煮詰めるべきであるとの結論に至るのであ
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る［１２３］。
４ 消費者の信認と補償制度
預金保護に関して下院大蔵委員会報告書［HC５６―I］はFSCSと別個に
預金保護基金Deposit Compensation Fundを新設してイングランド銀行
にその運営権限を付与する提案を行った。これに対して三部門当局１月
文書［Cm７３０８］には預金保護基金についての言及はなく，FSCSに即
して検討を進め，７月文書［Cm７４３６］で当局は単一の補償制度に利便
性を認めると明記した［１．５５］。預金者保護に関する論点は，補償上限，
支払に要する期間，預金者保護制度の周知方法，FSCSの資金問題であ
る４）。
４―１ 補償上限問題
FSAは預金保証制度の設定権限を持ち，２００７年１０月にFSCSの補償上
限を預金者一人一銀行あたり£３５，０００に引き上げ，預金者と預金引受機
関との共同保険制度を廃止した。１月文書［Cm７３０８］は，FSAがFSCS
の補償上限額引上げについて見解を求める予定であることを公表し
［１．４８，５．３，５．４，５．１１］，７月文書［Cm７４３６］で一人一銀行あたり
£５０，０００を提示する［５．９］。
また，FSAは補償上限を越える残高の取扱を金融産業と検討すると
し［Cm７３０８，５．１３；Cm７４３６，１．５７，５．１１］，上限越え預金者とFSCS
が清算後残務資産から債権を回収する方法を検討中であることを明らか
にする［Cm７３０８，５．１２；Cm７４３６，５．１１］。
この点に関して，大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は，１月報告書
４）この他にスコットランドと北アイルランドの商業銀行が発行する銀行券と小
切手問題が検討されるが，本稿ではこの論点の考察を省略する。
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［HC５６―I］で預金保護上限を現行の£３５，０００から引き揚げる根拠はな
いと判断していること［１２６］，上限以外に払戻に要する時間など重要な
要因が多数あること［１３０］を指摘する。
４―２ 早期払戻問題
三部門当局の１月文書［Cm７３０８］は破綻後１週間以内にFSCSが補
償支払いすることを宣言し［５．１９］５），そのための細かな事務手続きに
関して以下の提案を行う。
 FSAはFSCS補償資格ある預金者の口座残高情報を常時提供する
よう銀行に求めうる規則について見解を求める予定であること［５．２８］。
さらに７月文書［Cm７４３６］は，FSAが銀行保有情報のreview方法に関
する見解を求めることを追加する［１．６１，５．２５］。
 政府は，FSAが困難を認めた段階でFSCSが必要とする情報を
FSAが収集・共有できる立法を提案し［５．２３］，さらに政府は，補償請
求の発生か倒産宣告のどちらかがあり次第，FSCSが直接情報収集でき
る立法措置を提案する［５．２７］。これらに加えて７月文書［Cm７４３６］
は，政府はイングランド銀行がFSCSと情報共有することを可能にする
立法を予定中とする［５．２７］。これは銀行倒産手続き施行をイングラン
ド銀行の権限に属させることの反映である。
 FSAはFSCSへの補償請求資格を簡素化する新規則を諮問予定で
あること［５．３５，４０］。
 FSCSから補償を受けた預金者は破綻銀行に対する権利をFSCS
に自動譲渡すること（の権限をFSAに与えることの立法）６）を政府は提
案する（FSAがさらに検討して諮問する予定である）６）［５．４７；Cm
５）その後７月文書［Cm７４３６］は，「すくなくとも一部の」と制限を加える［１．５８，
５．１８］。
６）括弧内は７月文書［Cm７４３６］における変更点である。
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７４３６，１．５９，５．３８，５．４０］。
 一般の清算は資産負債を相殺するが，FSAはグロスの支払を諮
問予定であり［５．４２］，政府はこのことを銀行倒産法に反映させること
を提案する［５．４６］。さらに，７月文書［Cm７４３６］はその具体案を考
慮中とする［５．３７］。
 政府は，FSCSが支払資金を政府，イングランド銀行から借入可
能にすること，および資金事前積立制度pre-funding導入を提案［１．４９，
５．５０］。さらに７月文書［Cm７４３６］はNational Loans Fundからの借り
入れを提案する［１．６８］。
 当局は，預金者がFSCSから補償された資金を預け入れる新口座
を早期に開設する方法を銀行と協議する［１．５０，５．５８］。７月文書［Cm
７４３６］は継続検討するという［５．４３］。
	 ７月文書［Cm７４３６］は支払に際して破綻銀行のシステム利用を
考慮に入れることを加える［５．１９］。
補償対象預金の早期払戻問題に関して，大蔵委員会９月報告書［HC
１００８］は，三部門当局７月文書が提案する７日以内の払戻について，
銀行産業は可能性を疑問視けれども，当局はこの提案に固執すべきとす
る［１３２～１３４，１４１］。現行の預金保証は預金から負債を控除してネッ
トベースで行われる。委員会の１月報告書［HC５６―I］ではその廃止を
提案した。三部門当局１月文書［Cm７３０８］もグロスでの支払いを提案
し，関係者の支持を得ている。このことより，FSAのグロス移行提案
を歓迎すると述べる［１４６～１４８］。
４―３ 預金補償制度の消費者への周知問題
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，FSAが預金補償制度の消費者へ
の周知法を諮問するとし［５．６６］，三部門当局７月文書［Cm７４３６］は，
FSCSを共同諮問者に加え［１．６５，５．４６］，最善策をさらに検討すると記
連合王国労働党政権下における２００７年金融危機以降の銀行改革議論（１）
２１４ （８７０）
す［５．４８」。
４―４ FSCSの補償資金問題
４―２のでみたように，政府はFSCSが支払資金（緊急の流動性）６）
を政府，イングランド銀行（公的部門）６）から借入可能にすること，お
よび資金事前積立制度pre-fundingの導入（導入を可能にする権限の立
法）６）を提案する［１．４９，５．５０；Cm７４３６，１．６６，１．６７］。さらに７月文
書［Cm７４３６］では，補償支払い資金のNational Loans Fundからの借り
入れ［１．６８，５．５１］とその償還義務［５．６３］とを政府が提案する。資金
事前積立制度について，異論はあるが［５．５３］，当局は導入に利便性を
認めて［５．５４］，詳細をさらに検討するとし［５．５６］，政府は適切と考え
られるときにFSCSにpre-fundingを導入する権限を立法すること［５．５７］，
およびpre-fundingに関して大蔵省が規制できることの立法化［５．６３］
とを提案し，賦課規則leviesについてFSAが責任を負うとする［５．６４］。
これに対して大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は，National Loans
Fundからの借入について，関係者から広く支持されていることを指摘
し［１５０］，１月報告書［HC５６―I］で大蔵委員会が勧告したpre-funding
については，政府は導入のタイム・テーブルを明示すべきであると述べ
る［１５９］。
また，三部門当局１月文書［Cm７３０８］は金融業界に賦課される補償
資金について，FSAはリスクに対応する賦課を課すことの利点欠点に
ついて見解を求めるとした［５．８１］。７月文書［Cm７４３６］もFSAがこ
の点について検討を続けるとする［５．６０］７）。これに対して大蔵委員会
７）FSCSの資金問題について，このほかに，１月文書［Cm７３０８］で政府はFSCS
が広範囲の請求量を処理するのに必要な伸縮性を保証するための立法を提案
する［５．７８］。FSAが定めるFSCSの管理費上限はFSAが定めるが，これに伸
縮性を持たせるとの提案である。しかし，７月文書［Cm７４３６］ではこの変更
は不要と判断される［１．６４，５．４５］。
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９月報告書［HC１００８］は，リスクに対応した賦課方式risk-based levies
について，政府が法的準備を行うことを歓迎するが，導入のタイム・
テーブルを明示すべきであると記す［１５９］。
５ イングランド銀行強化
５―１ イングランド銀行強化に関する三部門当局提案
 金融安定目的の法制化と政策手段
三部門当局１月文書［Cm７３０８］はイングランド銀行の目的が貨幣安
定と金融安定にあるとし［６．３］，金融安定領域におけるイングランド銀
行の役割，および金融安定領域における同行の業務を監督する同行コー
トCourtの役割の法文化を政府提案する［６．８，６．１１］。ここに，金融安
定に関するイングランド銀行の役割は，貨幣政策，支払システム，銀行
システムの銀行に関する役割から派生すると記す［６．９］。
三部門当局７月文書［Cm７４３６，６．４］では，政府はイングランド銀
行が金融安定責任を果たすための政策手段を改善する意図を持つことを
表明し，政策手段として，流動性手段，支払システム監視，情報
収集，プルーデンシャル規制prudential policy（FSAと協議を含む。
FSAに勧告可能），SRR施行を指摘する。政策手段の流動性手段は，
流動性支援情報開示規則変更，イングランド銀行の債権者地位強化，特
別流動性スキームSLSの恒久化から構成される。また，FSAは流動性支
援に関してイングランド銀行に勧告可能とする。これら５つの手段につ
いて，～は第２節で，は第３節ですでにみたところであり，三部
門当局提案の本節での重複説明を避ける。
 イングランド銀行のガバナンス
三部門当局１月文書［Cm７３０８］では，政府はイングランド銀行・コー
トの規模と構成の修正立法を提案する［６．１４］として，コートの規模縮
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これに対して，三部門当局７月文書［Cm７４３６］は政府が以下の意図
を持つことを告げる。
 イングランド銀行の金融安定維持に法的責任を賦与し，高次の目
的を賦与すること［６．１，６．３］。
 イングランド銀行が金融安定支援に使用できる政策手段を改良す
ること。これにはSRRを含むこと［６．４］。
 金融安定委員会Financial Stability Committee新設を立法するこ
と。同委員会はコートの下部委員会として，SRRを含む金融安定に
係るイングランド銀行の機能の監督役を務め，イングランド銀行執
行部は同委員会に説明責任を負うこと［６．６，６．７］。
 金融安定に関するイングランド銀行の監視権限をコートに賦与し，
コートは金融安定委員会FSCの目標を設定すること［６．８］。
 イングランド銀行の金融安定目的と金融安定委員会の詳細な目標
の設定に際して，イングランド銀行は大蔵省との間で定期的協議を
要することを立法化すること［６．８］。
 コートの定員を最大１２名までに削減することの立法化［１．７２，６．９，
６．１０］。
 政府は将来，総裁，副総裁，貨幣政策委員会MPC外部委員を公
募すること［１．７３，６．１２］。
５―２ 三部門当局提案に対する大蔵委員会の議論
政府のイングランド銀行強化案に対して，大蔵委員会報告書［HC
１００８］は以下の議論を展開する。委員会は１月報告書［HC５６―I］で破
綻銀行処理に対してイングランド銀行の責任を強化することと，金融安
定担当の副総裁ポストの新設を提案した［１７０］。その後，大蔵大臣は前
者を採用したが，後者は受け入れずに金融安定委員会Financial Stabil-
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ity Committeeの新設を提案した［１７１］。このために大蔵委員会では金
融安定委員会の検討が中心課題になる。他方，イングランド銀行が金融
システムの安定維持機能を果たすことを求められ，その一部に個別銀行
に対する流動性支援が含まれているが，イングランド銀行は個別銀行の
情報を収集する権限を持たされない。イングランド銀行は権限を与えら
れずに義務だけ与えられているわけである。イングランド銀行総裁は，
まずいかなる権限・手段がイングランド銀行に与えられるかを議論し，
その権限・手段を行使していかなる機能・目的を実現できるかを問うべ
きであるとする［１７２］。大蔵委員会はイングランド銀行総裁の意見を受
け入れて検討に入る［１７３］。
 政策手段
政府は７月文書［Cm７４３６］でイングランド銀行に金融安定手段とし
て流動性手段，支払システム監視，情報収集，プルーデンシャ
ル規制prudential policy（FSAと協議を含む。FSAに勧告可能），SRR
施行を提案した。これに対して大蔵委員会報告書［HC１００８］は，流動
性操作に関する政府提案（前記第２節第２項参照）を支持すること［１７６］，
支払システム規制責任のイングランド銀行への一元化を支持すること
［１７８］，個別金融機関に関する情報について，三部門当局１月文書
［Cm７３０８］でのFSA一元化の立場から７月文書［Cm７４３６］ではイン
グランド銀行の情報提供要請を認めたことを歓迎するが，イングランド
銀行の要請に対するFSAの裁量権を認めないことを提案し［１８０，１８１］，
プルーデンシャル規制について，７月文書［Cm７４３６］はFSAに対す
るイングランド銀行の勧告権を認めているが，イングランド銀行の勧告
内容の公表可能性を追加要求し［１７９」，SRRに関連してイングランド
銀行が個別金融機関の情報を保有することの重要性を指摘する［１８０］。
 金融安定委員会FSC
政府は７月文書［Cm７４３６］で，イングランド銀行が金融安定機能を
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果たす目的から，イングランド銀行に，貨幣政策委員会Monetary Pol-
icy Committeeをモデルにして，金融安定委員会を設置することを提案
する。しかし，大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は，金融安定委員会
が監督機関なのかそれとも意思決定・執行機関なのか不明瞭であり［１８６，
１８８～１９０，２００］，金融安定委員会に関する政府の現行提案は明確性と厳
密性を欠き［１８９］，提案起源が不明瞭で委員会の目的・構成も未定の提
案を下院は審議に入るべきでないと主張する［１９９］。そのうえで，金融
安定委員会に執行責任を負わせること［２０２，２０３］，金融安定委員会の
役割（流動性操作，支払いシステム，プルーデンシャル規制，金融安定
分析，SRR施行）の法制化［２０６］，イングランド銀行コートが金融安定
委員会の目標を決定し［２０８］，コートの非執行メンバーは執行機関に参
加しないこと［２１２］その他を提案する。
 コート改革
コート改革についての大蔵委員会報告書［HC１００８］の指摘は以下の
通りである。コートが執行上の決定に関与するために内部説明責任があ
いまいになってはならない［２２６］。コートの機能に金融安定政策策定や
非正常時の流動性操作のためにイングランド銀行の貸借対照表使用を含
めてはならない［２２７］。コートの非執行支配人委員会に金融安定に関す
る内部説明義務を賦与する立法を勧告する［２２８］。コートが金融安定委
員会FSCから分離して内部説明機能を果たすなら，コートの最小会議数
減少に賛成するし［２２９］，コートの定員減にも賛成する［２３０］。
 金融安定目標
大蔵委員会９月報告書［HC１００８］は，「金融安定」の定義を分析して，
合意された定義はないし［２３８］，単一の測度もなく［２３９］，金融安定の
政策目標として貨幣政策委員会の長期的物価安定に対応する合意はない
こと［２４０］を明らかにする。また，イングランド銀行は金融安定に資
する手段を持たず［２４１］，金融安定維持に資する規制権限はFSAが保
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有すること［２４２］，貨幣政策手段を金融安定目的に使用することの可否
について論争が続いていること［２４７］を指摘する。FSAには規制目的
が与えられており，三部門文書はこの目的の変更を提案していないし，
FSAの目的に金融安定を追加することも提案していない［２４４］。大蔵
省は安定的金融市場の支援を目的とするが，これは法定目的ではない
［２４５］。大蔵大臣は，イングランド銀行が果たすべき金融安定の高次目
的を定め［２３５］，三部門当局７月文書［Cm７４３６］はコートが金融安定
操作を定義することを提案するが［２３６］，このような状況の下で，イン
グランド銀行に金融安定の高次目標を与えることは，権限なしの責任を
負わせる危険を冒すことになると主張する［２４９］。そして大蔵委員会は
政府提案に代えて，イングランド銀行に提案された新権限に即して金融
安定目的を定めることを提案する［２５０］。その第１の目的は，秩序ある
金融システム維持に資するように支払いシステムの監督責任を負い，金
融安定の理解に資する分析能力を維持し，危機対応能力を平時から維持
することである。第２に，金融危機時には金融機関の不安定性に由来す
る経済コストを考慮すること，および金融市場の信認，特に銀行システ
ムの安定に対する公衆の信認に貢献することである。
 独立性
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，規制者と中央銀行の独立性を重
視する［７．３］。これに対して大蔵委員会報告書［HC１００８］は，金融安
定に関するイングランド銀行の独立性について，次の２点を勧告する
［２５３，２５４］。大蔵委員会が提案するように金融安定委員会の役割が
法制化され［２０６］，イングランド銀行コートによる金融安定委員会の目
標決定［２０８］が行われるときには，大蔵省はコートの決定に意見を述
べるだけに限定することを法文化すること。大蔵省のイングランド銀
行に対する一般的指示権限は，金融安定に関して行使されないこと，イ
ングランド銀行の金融安定機能に関する大蔵省の権限行使はSRR措置も
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しくは流動性操作に関する取決めに従って行われることを法に明記する
こと。
６ 三部門当局間の協調改善
三部門当局１月文書［Cm７３０８］は，当局が三部門体制の適切性を信
じており，実務上の改善の余地を認めるものの，基本的責任の変更は不
要であり［７．８］，決定責任の明確化（特に緊急流動性支援ELAに関し
て）が必要であるとする［１．５５，７．１５］。また，金融規制者が単一であ
ることにより銀行・保険・金融市場をまたぐ金融危機に対する協調問題
を回避できるとし［７．２］，規制者と中央銀行の独立性が重要であるとす
る［７．３］。そして，FSAとイングランド銀行の協調強化策として，FSA
とイングランド銀行は共通の理解を深めるための努力をすること［７．１２］，
個別金融機関が金融システム安定のリスク要因になるときには，イング
ランド銀行は個別金融機関の情報を知らされること［７．１３］，緊急流動
性支援ELAが予想される場合には個別金融機関に対するイングランド
銀行の直接関与度を高めること［７．１４］，企業支援供与，特に緊急流動
性支援に関する決定の責任を了解事項覚書MOUに明記すること［７．１５］，
金融支援決定はその条件を含めて三部門当局内で議論するが，緊急流動
性支援ELAは大蔵大臣の承認を必要とすること，流動性供与はイング
ランド銀行の責任であることを了解事項覚書MOUに明記すること，流
動性供与決定に大蔵省とFSAの代表を送ること［７．１６］を提案する。
さらに，１月文書［Cm７３０８］に対する反応を考慮後に改定了解事項覚
書MOUを公表すると記す［７．１７］。
これに続いて三部門当局７月文書［Cm７４３６］は，当局は新立法に即
して三部門間の了解事項覚書MOUを改定し，金融安定に関する責任分
担を明確にすると記す［１．７４，６．１６］。
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これに対して大蔵委員会報告書［HC１００８］は，三部門体制内の責任
分担の明瞭性と危機対応方式を評価する上で改定了解事項覚書MOUに
含まれることになる提案は極めて重要であるとして，改定MOU草稿を
早期に公表して検討対象とすることを提案する［２５６］。その了解事項覚
書MOU改定に関して，大蔵委員会は次の提案を行う。現行了解事項
覚書MOUは預金保護に触れていないので，改定了解事項覚書MOUには
金融安定に関するFSCSの責任を記述し，FSCSが三部門体制の金融安
定常設委員会に参加すること［２５７］。金融安定に関する大蔵省の責任
は公的資金投入の適正利用と国際的責任遂行義務８）に限られ，FSAとイ
ングランド銀行の大蔵省からの独立性を維持することである［２６５］。ま
た，三部門体制の金融安定常設委員会を充実して，金融危機に的確に対
応できるように平常時から新権限の行使に関するストレス・テストを継
続すること，三部門のトップは３カ月に１度の事前予告した会議を持つ
こと，金融安定常設委員会の活動に関する年次報告書を公表することを
勧告する［２７０，２７３，２７５，２７７］。
おわりに
大蔵委員会での証言を踏まえて政府の三文書Cm７３０８，Cm７４３６，Cm
７４５９を検討した大蔵委員会は，数多くの提案をするだけでなく，次の３
点を根拠に，時限立法であるBanking（Special Provision）Act２００８の恒
久化を目指す法改正について，政府が予定する２００９年２月の成立は早急
であり，十分時間をかけて議論をすべきであると勧告する［HC１００８，１７
～２２］。その理由は，第１に，政府法案は準備不足であり，７月文書
８）金融安定には金融安定手法の国際協議や国境を超える危機管理など国際協調
が大きな問題になる。本稿で取り上げた諸文書もこの問題を議論している。
しかし，本稿は金融監督規制機関と中央銀行との関係に注目するために，こ
の問題は捨象した。
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［Cm７４３６］，７月Ｂ文書［Cm７４５９］に対する関係者の反応と大蔵委員
会報告書HC１００８の勧告を反映できないことである。第２に，下院，上
院での審議時間を十分確保しなければならないからである。第３に，新
法施行には準備期間が必要であり，SRR施行細則等を整える時間を確保
しなければならないからである。
２００８年９月にはリーマン・ブラザーズの倒産に始まる世界金融危機が
さらに進行し，連合王国においても三部門体制は対応を迫られた。この
経験がその後の連合王国における銀行改革議論に及ぼす影響を含め
て，２００８年秋から２０１０年５月の政権交代に至るまでの労働党政権下の銀
行制度改革議論の検討は次稿の課題にしたい。
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